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第9自衛生工学シンポジウム

2001.11 北海道大学学術交流会館

6-1 

食品廃棄物のメタン発酵システム

株式会社東芝 O松代武士足利伸行柴崎和夫

1. はじめに

食品蕗棄物は，年間 2，000万t排出されており 1)、それらの大部分が焼却後埋立て処分されているの

が現状で、焼却によるダイオキシン発生、最終処分場の逼追が大きな課題となっている。

食品廃棄物の発生抑制、再利用および減量を推進するため、平成 13年 5月 l日、「食品循環資源

の再利用等の促進に関する法律(食品リサイクル法)Jが施行されリサイクノレが義務付けられたため、飼

料化、肥料化、メタン化等の技術開発が行われている。メタン発酵によって、食品廃棄物をバイオガス

に分解するシステムは、得られたバイオガスを燃料電池等に供給することにより、ダイオキシンや窒素

酸化物を排出しなし1クリーンな高効率発電システムが構築できる。

一方、システムの効率を上げるため、運転負荷の増加と排水量の低減が課題となっており、高濃度の

固形物を含有する食品廃棄物を処理する場合、で、きるだけ希釈水を減らすことが望ましい。

本研究では中温発酵を採用したメタン発酵システムを用いて、従来処理が困難であった無希釈の生

ごみを連続処理した結果について報告する。

2.実験装置および方法

(1)実験装罷

国 1に処理フロー、図 2に装置概観を示す。本システムは，①生ごみスラリーを貯留する貯留槽、②

生ごみをバイオガスに分解するメタン化槽、③消化液を濃縮する汚泥濃縮装置、④発生したバイオガ

ス量を測定するガスメータから構成される。貯留槽を約 50Cに保ち基質の変質を防止した系列 lと、貯

留槽を370Cに加温し、基質の加水分解を促進した系列2の2系列で実験を行った。

両系列とも、菌体の流出を低減するため、メタン化摺の後段に汚泥濃縮装寵を設置し、濃縮汚泥をメ

タン化槽へ返送した。メタン化槽と汚斑濃縮装置を合わせた有効容積は 140Lで、発酵温度は 370Cで

実験を行った。
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図 1 処理フロー 菌2 装置概観
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(2)実験材料および穣汚泥

実験材料として、外食産業やホテル、食品メーカーなどから排出される食品廃棄物を想定し、キャベ

ツ34帆%、大根 30wt%、ご飯20wt%、魚 8wt%、豚肉 7wt%、ドレッシング 1wt%からなる人工生ごみ

を作成した。材料をカッターミノレで l次破砕したのち、グローミノレでさらに締かくすり潰してスラリー状に

した。この人工生ごみについて、表 lに示す項障と方法にて性状分析を実施した。

メタン発酵の穣汚泥として実稼動中の食品廃水処理施設の余剰グラニューノレを水道水にて希釈し、

メタン化槽に投入した。

表 l性状分析項目

分析項目 分析方法 分析項自 分析方法

BOD CODCr 
JIS K 0102 21楠膜電極法 JIS K 010220滴定法

溶解性BOD

全窒素

溶解性愛霊祭
JIS K 0102 45 1総和法

全リン ICP発光法

TS 蒸発減最法

VS 強熱減去を法

(3)運転条件および測定項詞

表2に運転条件を示す。実験は人工生

ごみスラリーをタイマー制御したポンプで

半連続的に投入し、 HRTを56日、 28日、

20 S、15日と変化させて連続運転を行っ

た。

系列 1のCOD府蓉積負荷はそれぞれ、

3.4、 6.8、9.5、12.6kg/m3/dとなり、系列2

のCODcr容積負荷はそれぞれ、 3.2，6.4 

9.0、12.0kg/m3/dとなった。

連続運転中は、メタン化槽の管理項

目として、表3に示した測定を週に4"'-'

5間行い、発酵状態の監視を行ったo

システムの分解状態を詳細に把握す

るために、 1"'-'2週間に 1回程度、貯留

槽、メタン化槽内の消化液および鋭離

液について、表 1に示した性状分析を

1Tった。

溶解性CODCr

nーへキサン
環告第64号付表4重量法

抽出物質

pH ガラス霞極法

S5 
遠心分離法

VSS 

表 2運転条件

系列l 系列2
人工生ごみ

有効容積
HRT 投入量 CODcr容積負荷

[kg/d] [L] [kg/m
3
/d] 

56日 2.5 140 3.4 3.2 

28日 5.0 140 6.8 6.4 

19日 7.5 140 9.5 9.0 

1413 10.0 140 12.6 12.0 

表 3日常測定項目

測定項目 郷定方法

pH ガラス霞極法

溶解性TOC 燃焼酸化一赤外線式TOC自動計測法

揮発性有機酸(VFA) 高速液体クロマトグラフィ一法

バイオガス発生最 湿式ガスメータ

バイオガス組成 ガスクロマトグラフィー法
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3.実験結果および考察

(1)人工生ごみ性状分析

系列1および系列2のメタン化捕に供給した生

ごみスラリーの性状分析結果を表 4に示す。

CODcr:N:Pはともに 350:12: 1.5程度となり、メタ

ン発酵に必要な栄養源のバランスは保たれてい

たと考える。溶解性 COD町は貯留槽を約 5
0
Cに

保った系列 lに比べて、 37
0

Cに加温した系列 2

では増加した。

一方、 TS、VS、SS、VSSは減少傾向にあり、貯

留槽を加湿することにより、臨形成分の可楼化が

促進していることが分かった。

表4生ごみスラリー性状分析結果

分析項目 単位 1系列 2系列

CODcr mg/kg 190000 180000 

溶解性CODcr mg/kg 83000 93000 

n-ヘキサン抽出物
mg/kg 19000 19000 

質

全窒素 mg/kg 6400 6400 

全リン mg/kg 730 730 

TS mg/kg 153000 144000 

VS mg/kg 146000 123000 

SS mg/kg 79000 66000 

VSS mg/kg 77000 65000 
一(2)有機物の分解

有機物の分解指標として、 CODcr分解率を用いた。 CODcr分解率は以下の式で定義する。

CODcr分解率=

投入生ごみスラリーのCOD町量一(脱離液のCODcr量+余剰汚泥のCODcr量)

投入生ごみスラリーの CODcr

余剰汚泥の引き抜きは、各条件において、メ

タン化槽の CODcr増減量 =0となるように行

った。

限 3に各条件における系列 1および系列 2

のCODcr分解率を示した。貯留槽を37
0Cに加

植した系列2は CODcr容積負荷6.4kg/m
3/d 

までは 98%分解率を保った。さらに負荷を上

昇することにより、徐々に分解率は低下したが、

CODcr容積負荷 12.0kg/m
3/dの場合でも、

92.4%の分解率を維持した。

一方、貯留槽を約 5
0

Cに保った系列 1は、

CODcr容積負荷 9.5kg/m
3/dまでは系列 2と

同様の傾向を示したが、 CODcr容積負荷

12.6kg/m3/d に遺した時点で分解率は86.8%

まで低下した。このことから系列 2の方が、処

理速度は大きいと判断できる。
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(3)pHと揮発性有機酸

関4!こ系列2における CODcr容積負荷に対 9 

するpHおよび揮発性有機酸濃度を示した。

実験期間を通して、メタン槽内のpHは8.0付

近で安定していた。メタン槽内の酢酸およびプ

ロピオン酸濃度は CODcr容積負帯の上昇にと

もない徐々に高くなる傾向を示したが、

CODcr容積負荷 12.0kg/m
3/dの場合でも、

2，000mg/L以下で安定していた。

実験期間中のpH、酢酸およびプロピオン酸

濃度は、妥当な範囲内であり1)、発酵が順調

に進行したと判断した。
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(4)バイオガス発生量

関5に系列 1および系列 2における CODcr 8.0 

容積負荷に対するジアクタ容積あたりのバイオ

ガス発生最を示した。

このプロットの{噴きから、 CODcr1kgあたり約

0.5m3のバイオガスが安定して発生した。この

値を投入生ごみ量に換算すると、生ごみ 1tあ

たり、 110m3のバイオナガスが発生する。

(5)アンモニア性窒素と弾発性有機酸

食品廃棄物のメタン発酵において、タンパク

質の分解にともないアンモニア性窒棄が蓄積

し、メタン発酵に阻害をおよぼすケースがしば

しば報告されているの。関 6にメタン化槽内の

アンモニア性窒素濃度に対する酢酸およびプ

ロピコ「ン酸の濃度を示す(系列 2)。メタン槽内

のアンモニア性窒素濃度は CODcr容積負荷

の上昇にともない徐々に高くなり、VFA濃度も

徐々に上昇したが、メタン化槽内のアンモニア

性議素濃度 4，800[mg/LJの場合でも、酢酸、

プロピオン酸の濃度は、ともに 2，000[mg/LJ以

下で安定していた。

生ごみバイオガス化システムで広く科蔑され

ている高温メタン菌は、アンモニア性窒素濃度

が2，500[mg/L]以上になるとメタン生成活性が
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鴎 5 CODcr容積負荷とガス発生量
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低下するという報告がありへ中温メタン菌の方

がアンモニア性窒素に対する耐性が高いとされているが、本実験でも向様の結果が得られた。
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4.システムフ口一

本実験の結果から、燃料電池による発電と2次処理設備による河川放流を行った場合のシステムフロ

ーを額 7に示す。

生ごみ1tを分解することによって、 110m3のバイオガスが生成した。バイオガスは通常65%程度のメタ

ンを含有しているため、燃料電池に供給することにより 240kWhの電気と 880M]の熱を得ることができ

る。

一方、メタン発酵設備と汚泥処理設備から排出される脱離液は依然として多くの存機分や窒素分を

含んでいるため、水処理設備で2次処理され、汚泥は処理後残澄として回収される。

熱
バイオガス

処理水

(河川放流)

余剰汚沈

残j査

図7システムフロー

5.まとめ

-達成したCODcr容積負荷と有機物分解率から、貯留槽を約 5
0Cに保った系列 1に比べ、 370Cに加温

した系列 2の方が、処理速度は速いことが明らかになった。

-中温メタン発酵の採用により、無希釈の人工生ごみでも、アンモニア性窒素濃度 4800mg/Lまで安定

してメタン発酵を行えることを確認した。
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